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ALLIANZ GLOBAL CORPORATE & SPECIALTY 

プレス・リリース：2023年度 アリア
ンツ・リスクバロメーター：日
本ではサイバーインシデント、
自然災害、事業中断の脅威が今
回も上位に  
• 第 12回 アリアンツ年次調査：サイバーインシデントが 1位に。日本における

リスクトップ 3として約半数の回答者が選択。  

• 自然災害（2位）、事業中断（3位）、気候変動（4位）、新技術（5位）が

今回も日本の重要なビジネスリスクとしてランクイン。  

• 世界では、サイバーインシデント、事業中断、マクロ経済の動向が 2023年の

リスクのトップ 3に。 
 

シンガポール – 2023年 1月 17日アリアンツ・グループの企業向け保険会社 Allianz Global 

Corporate & Specialty（AGCS）がまとめたアリアンツ・リスクバロメーターによれば、サイバ

ーインシデント（1位、回答者の 51%が選択）は、3年連続 1位。続いて自然災害（2位、

35%）、事業中断（3位、33%）、気候変動（4位、30%）、新技術（5位、16%）が今回も日本

の重要なビジネスリスクとしてランクインしています。 

 
12回目となる 2023年度 アリアンツ・リスクバロメーターでは、94の国や地域の 2,712人のリ

スクマネジメント専門家（CEO、リスク・マネジャー、ブローカー、保険専門家等）の意見を

取りまとめました。 

  

本調査では、サイバーインシデントおよび事業中断 は、世界的に見て、企業にとって最大のリ

スクとして 2年連続でランクインしています（いずれも全回答者の 34%）。インフレ、金融市

場の乱高下、迫り来る不況など、マクロ経済の動向（前年比 10位から 3位に上昇）は、新型コ

ロナウイルスとウクライナ戦争による経済的・政治的影響が収束しない中、今年のグローバ

ル・ビジネスリスクのランキングで急上昇しています。  
 

 

AGCSの CEO、Joachim Muellerは、調査結果について次のようにコメントしています。「2年

連続して、アリアンツ・リスクバロメーターは、高まりつつあるサイバー・リスクおよび事業

中断が、企業の最大のリスクであることを示しています。同時に、企業は、インフレ、迫り来

る不況、エネルギー危機が企業にとって差し迫った脅威であると認識しています。特にヨーロ

ッパおよび米国の企業は、パンデミックの影響と、ウクライナで続く戦争による経済的・政治

的影響から生じている、現在の「パーマクライシス」（長期にわたる不安定な状況）を最も心

配しています。これは、すべての企業のレジリエンスが試されるストレステストです。」 

 

https://www.agcs.allianz.com/content/dam/onemarketing/agcs/agcs/reports/Allianz-Risk-Barometer-2023.pdf
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さらに、「ポジティブな情報としては、保険会社として、このエリアでは多くのクライアント

の間で、特に、障害に耐えられるサプライチェーンの構築、事業継続計画の改善、サイバー・

コントロールの強化において継続的な改善が見られることです。近年の出来事を考えると、レ

ジリエンス（回復力）とディリスク（リスクを小さくすること）を強化するためのアクション

を取ることが、今、企業にとって重要です。」とコメントしています。 

 

アジア太平洋におけるトップ・リスク 

事業中断（1位、回答者の 35%）が、過去 3年間トップに位置したサイバーインシデント（2

位、32%）を上回り、アジア太平洋のトップ・リスクです。これはあまり驚くことではなく、企

業は、サプライチェーンの混乱、不安定な地政学的リスク・経済的リスク・気候リスク、ま

た、デジタル化、脱炭素化といった長期的な変化の中で舵を取らなければなりません。不況の

脅威も、2023年に起こりうる混乱の原因であり、サプライヤーの機能不全や倒産を招く可能性

があり、重要なサプラーヤーが 1社または限られている企業にとっては特に懸念されていま

す。アリアンツ・トレードによれば、世界の企業倒産は、2023年には 19%上昇する可能性があ

るとのことです。 

  

自然災害（3位、27%）、法規制の変更（4位、24%）、気候変動（5位、22%）がアジア太平洋

地域のリスクトップ 5にランクインしています。 

 
 

日本におけるトップ・リスク 
 

 
 

日本において、企業は、過去 3年間首位だったサイバーインシデントについて最も懸念してい

ます。2022年の早い時期に、日本の大手自動車メーカーが、あるサプライヤーがサイバー攻撃

https://www.allianz-trade.com/content/dam/onemarketing/aztrade/allianz-trade_com/en_BE/belgium/01-documents/2022_10_27_Business-Insolvency.pdf
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を受けた翌日に全国の自社工場をすべて丸１日閉鎖しました。工場の休止は約 13,000台の生産

に影響を及ぼしました。 

半導体の重要な部品を製造する日本の半導体会社も、サイバー攻撃を受けました。  

大手各社は適切にサイバーセキュリティ対策をしていますが、政府は下請けの中小企業につい

て懸念しています。 

Allianz Cyber Center of Competenceによれば、ランサムウェア攻撃の頻度は、2023年にも上が

り続けています。その一方で、データ漏洩 1件あたりの平均コストは過去最高の 435万ドル

で、2023年に 500万ドルを上回る見込みです。ウクライナにおける紛争と、さらに広範囲の地

政学的緊張が、国家支援型とされる攻撃者による大規模サイバー攻撃のリスクを高めていま

す。さらに、サイバーセキュリティ専門家の不足が深刻化しており、セキュリティの向上に関

しても課題をもたらしています。 

1875年の記録開始以来、最高気温を記録した日本では、異常気象が依然としてリスクとなって

います。3,700万人が住む首都圏の一部で 40˚C近くの気温が記録され、首都圏の電力は、停電

の恐れがある使用量にまで近づきました。 

 

多くの国々の企業にとって、2023年は、事業中断（BI）のリスクが高まる年になりそうです。

なぜなら、多くのビジネスモデルは、突然の衝撃や変化に弱く、その結果、利益や収益に影響

を与えるからです。 

 

事業混乱のリスク源は広範囲にわたります。サイバー攻撃は、企業が最も恐れる BIの原因です

（回答者の 45%）。2番目に重要な原因はエネルギー危機（35%）で、その次が自然災害

（31%）です。日本では、急騰するエネルギーコストと猛暑により、エネルギーを多く消費する

産業の中には、エネルギーをより効率的に使用したり、生産拠点を移転させたり、一時的な操

業停止も検討しなくてはならないところもあります。 

 

アリアンツ火災海上保険株式会社の元田賢代表取締役社長は、日本の調査結果について次のよ

うにコメントしています。「多くの企業にとって、サイバー空間における脅威はかつてないほ

ど高く、サイバー保険の保険金請求は高い水準にとどまっています。大企業は、今ではサイバ

ー攻撃の標的にされることに慣れて、ほとんどの攻撃を撃退することができます。しかし、中

堅・中小企業では、彼らの被害を過少評価しがちなケースが多くなっています。これらの企業

は、自社のサイバー・コントロールを強化するために継続的に投資することが必要です。」 

 

「事業中断は、サイバーインシデントや自然災害など、ランキング入りしている他の多くのリ

スクによって起こる結果であり、世界でも日本でも、企業にとって長い懸念になることでしょ

う。企業が、将来、リスクのつながりに対処するためのレジリエンスを築く必要が大いにある

でしょう。」とコメントしています。 

 

世界および国別のリスク・ランキングをすべて見る 

 

 

https://www.agcs.allianz.com/content/dam/onemarketing/agcs/agcs/reports/Allianz-Risk-Barometer-2023-Appendix.pdf
https://www.agcs.allianz.com/content/dam/onemarketing/agcs/agcs/reports/Allianz-Risk-Barometer-2023-Appendix.pdf
https://www.agcs.allianz.com/content/dam/onemarketing/agcs/agcs/reports/Allianz-Risk-Barometer-2023-Appendix.pdf
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詳しくは下記にお問い合わせください。 

    

シンガポール：Shakun Raj 電話： +65 6395 3817  shakun.raj@allianz.com 

 

 

Allianz Global Corporate & Specialtyについて 

Allianz Global Corporate & Specialty（AGCS）は、世界有数の企業向け保険会社であり、アリア
ンツ・グループの重要な事業部門の一つです。当社では、9の専門分野と 6つの地域拠点で、幅
広い商業的リスク、企業リスク、特殊リスクに対するリスクコンサルティングサービス、損害
保険ソリューション、代替的リスク移転サービスを提供します。 
当社のお客様は Fortune Global 500企業から中小企業主に至るまで、きわめて多様です。その中
には、世界最大の消費者ブランド、金融機関、テクノロジー企業、世界規模の航空産業や海運
業だけでなく、水上風力発電所やハリウッド映画製作会社なども含まれます。ダイナミックで
多国籍化するビジネス環境において、AGCS では規模、複雑さともに最重要のリスクに対する賢
明な解決策とグローバルプログラムを提供し、そして傑出したクレーム体験をお届けするとい
う信頼を顧客から寄せていただいています。AGCS は、自社のチームで世界 30 以上の国々、ま
たアリアンツ・グループのネットワークやパートナーを介して 200を超える国や地域で業務を行
っており、従業員数は約 4,250 人を数えます。アリアンツ・グループの最大の損害保険ユニット
の 1 つとして、当社は堅固かつ安定した財務格付けに支えられており、AGCS の 2021 年の世界
総保険料収益は 95億ユーロに上ります。 
詳しい情報は、弊社ウェブサイト www.agcs.allianz.comをご覧ください。 

 

将来予想に関する記述についての注意事項 

本書には、経営者の現在の見解および想定に基づいた、知られているリスクおよび知られていないリスク、ならびに不確実なことが中
心の見通しや見込みといった将来予想に関する記述があります。実際の結果、実績の数字、または出来事は、このような将来予想に関
する記述において明示または黙示されたものとは著しく異なる場合があります。以下のような要因における変化により、予想と異なる
結果になる場合があります。(i)アリアンツの中核ビジネスおよび中核市場における一般的な経済状態および競争状態、(ii)金融市場の実
績（特に市場のボラティリティ、流動性、信用事由）、(iii)一般的に、アリアンツ・グループ、他の有名企業、および金融サービス業界
の悪評、規制措置または訴訟、(iv)自然災害等、保険損害事故の頻度および深刻度、ならびに損害調査等費用の動向、(v)死亡率、罹患率
の水準および傾向、(vi) 継続率、(vii)信用破綻の範囲、(viii)金利水準、(ix)通貨為替レート、特にユーロ／米ドル為替レート、(x)税制等、
法規制変化、(xi)組織の統合および再編成を含む、およびそれらに関係する買収の影響、(xii)個々のケースにおいて、現地、地域、国内
および／または世界の基準で適用される一般的な競争条件。これらの変化の多くは、テロ活動によってさらに大きくなることがありま
す。 
 

更新義務の免除 

アリアンツは、法律で開示を求められる情報を除き、本書に記載のいかなる情報も、将来予想に関する記述も、更新する義務を負いま
せん。 
 
 

プライバシーに関する注意 

Allianz SEは、個人情報の保護に取り組んでいます。詳しい情報は、弊社のプライバシー・ステートメントをご覧ください。 
 
 

mailto:shakun.raj@allianz.com
https://www.agcs.allianz.com/about-us/about-agcs.html
https://www.agcs.allianz.com/about-us/about-agcs.html
http://www.agcs.allianz.com/
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